
公 募

平成２５年２月８日

独立行政法人農林漁業信用基金

下記の業務を行う特定の技術を有する者を公募します。応募される方は、本公募内容を了承の

うえ、下記によりご応募下さい。

記

１．業務概要

(1) 件名 独立行政法人農林漁業信用基金会計システムの運用支援・保守業務

(2) 業務内容 別紙「仕様書」による

２．参加資格

次の(1)及び(2)に適合する者であること。

(1) 下記①から③に該当しない者であること。

① 当該契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ていない者

② 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者

又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている

者

③ 反社会的勢力に該当すると認められる者

(2) 次の各号の一に該当すると認められる場合は、その事実があった後２年間を経過している

者であること。なお、これらの者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者につい

ても同様とする。

① 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量

に関して不正の行為をした者

② 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を得るために連

合した者

③ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者

④ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者

⑤ 正当な理由が無くて契約を履行しなかった者

⑥ 経営状態が著しく不健全であると認められる者

⑦ 競争参加資格審査申請書及び添付書類の重要な事項又は事実についての虚偽の記載を

し、又は記載をしなかった者

⑧ 商法、その他の規定に違反して営業を行った者

３．必要とする要件



次の(1)から(3)に適合する者であること。

(1) 当基金で運用している独立行政法人農林漁業信用基金会計システム（以下「基金会計シス

テム」という。）は、財団法人日本システム開発研究所（以下「特定事業者」という。）が

製作し、プログラム著作権を有している「独立行政法人会計システム」を当基金向けにカス

タマイズしたものであることから、特定事業者より基金会計システムの改変許諾及びソース

コードの提供について了承を得ていること。

(2) 特定事業者が製作した「独立行政法人会計システム」の設計、性能及び仕様等を十分理解

していること。

(3) 基金会計システムと同等のシステムについての開発・保守実績を有していること。

４．手続き等

(1) 応募先及び問い合わせ先

〒１０１－８５０６ 東京都千代田区内神田１－１－１２ コープビル５階

独立行政法人農林漁業信用基金 総務部経理総括課（担当：石井）

電話 ０３－３２９４－４４８２

F A X ０３－３２９４－３１４０

(2) 仕様書の交付期間及び場所

平成２５年２月８日（金）から平成２５年２月２７日（水）まで、上記(1)に同じ。

(3) 応募期限及び応募方法等

① 応募期限 平成２５年２月２８日（木）１５時００分

② 応募方法 持参又は郵送により提出すること（郵送の場合は、書留郵便に限る。応募

期限までに必着のこと）。

③ 提出書類

ア 応募申込書（別紙様式）

イ 「３．必要とする要件」を満たすことを証する書面（様式自由）

５．応募結果の公表等

(1) 応募の結果は、当基金のホームページで公表します。

(2) 上記２及び３の要件を満たす応募が一者の場合には、当該者との随意契約に移行すること

となります。

また、応募が複数ある場合には、一般競争入札又は企画競争に移行することとなります。

その場合には、別途、公示します。

６．その他

提出書類の作成・応募等に係る一切の経費は応募者の負担とし、提出した書類は返却しな

いものとします。

７．独立行政法人が行う契約に係る情報の公表について

独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」

（平成２２年１２月７日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を有する法人と契



約をする場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について情

報を公開するなど取組を進めることとされているところです。

これに基づき、以下のとおり、当信用基金との関係に係る情報を当信用基金のホームペー

ジで公表することとしますので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、

応札若しくは応募又は契約の締結を行っていただくようご理解とご協力をお願いいたしま

す。

なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみなさせてい

ただきますので、ご了知願います。応札若しくは応募又は契約の締結を行ったにもかかわら

ず情報提供等の協力をしていただけない相手方については、その名称等を公表させていただ

くことがあり得ますので、ご了知願います。

（１）公表の対象となる契約先

次のいずれにも該当する契約先

① 当信用基金において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること又は

課長相当職以上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、顧問等として

再就職していること

② 当信用基金との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めてい

ること

※ 予定価格が一定の金額を超えない契約や光熱水費の支出に係る契約等は対象外

（２）公表する情報

上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量、契約締結

日、契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表します。

① 当信用基金の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当信用基金ＯＢ）の人数、

職名及び当信用基金における最終職名

② 当信用基金との間の取引高

③ 総売上高又は事業収入に占める当信用基金との間の取引高の割合が、次の区分の

いずれかに該当する旨

３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２以上

④ 一者応札又は一者応募である場合はその旨

（３）当方に提供していただく情報

① 契約締結日時点で在職している当信用基金ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及

び当信用基金における最終職名等）

② 直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当信用基金との間の取引高

（４）公表日

契約締結日の翌日から起算して原則として７２日以内（４月に締結した契約について

は原則として９３日以内）

以上公示する。



（別紙様式）

平成 年 月 日

独立行政法人農林漁業信用基金 御中

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名 ○印

「独立行政法人農林漁業信用基金会計システムの運用支援・保守業務」応募申込書

当 は、独立行政法人農林漁業信用基金が示す業務の仕様を満たす

役務の提供等が可能であることから、独立行政法人農林漁業信用基金会計システムの運用支援・

保守業務の請負について、応募いたします。

記

（担当者）

１．所属・役職

２．担当者氏名

３．電 話 番 号

４．ＦＡＸ番号

５．メールアドレス

以上


